
内閣総理大臣 

内閣官房長官 

特命担当大臣 
（消費者及び食品安全） 

（必置） 

事務次官 

内閣府 

消費者委員会 

消費者庁 

（審議会等） 

（外局） 

・消費者問題に関する重要事項の調査審議 
 （内閣総理大臣、関係大臣、 長官への建議            
   諮問に応じた調査審議等）  

図１ 現状の消費者行政の体制（内閣府） 

事務局 

・消費者問題に関する基本的 
 な政策の企画、立案、法執行 
・消費者政策会議の庶務  

国民生活センター 

・相談、研修、商品テスト、情報の 
 収集・分析・提供、ＡＤＲ等  

（独立行政法人） 
内閣府審議官 

（内部部局） 

政策統括官 
（経済社会システム） 

消費者基本政策室 
（訓令設置） 

消費者政策会議 

（特別の機関） 

・会長：内閣総理大臣 
  全閣僚がメンバー 
・役割：消費者基本計画の案の作成 
     基本的事項の企画に関し審議 
     消費者政策の実施の推進及び検証・評価・監視 

長官 

次長 

・消費者問題及び食品安全に 
 関する事項の総合調整 
 （関係行政機関の長への勧告等） 

・消費者問題及び食品安全に 
 関する事項の総合調整に関する 
 事務 

理事長 

食品安全委員会 

（審議会等） 

事務局 

・食品健康影響評価等 

・消費者庁、消費者委員会の事務 
 及び食品安全委員会の食品健康 
 影響評価に関する事務を掌理 

29 
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国民生活センター各機能の国への移管にあたっての懸念と考え方・対応策等 

 

分野 消費者委員会、検証会議、検討会で示された国移行時の懸念  検討会で示された考え方・対応策等 

相談（あっせん）・ＡＤＲ ・国の行政機関で相談（あっせん）、ＡＤＲを行うことが

できるのか 

 

・私人間紛争の解決に関与する行政機関・行政法人による

相談（あっせん）、ＡＤＲの例 

－中央建設工事紛争審査会（８条機関）・都道府県建設

工事紛争審査会 

－公害等調整委員会（３条機関）・都道府県公害審査会 

－地方運輸局長が指名するあっせん員、都道府県労働局

紛争調整委員会 

 －中央労働委員会（３条機関）・都道府県労働委員会 

 －電気通信紛争処理委員会（８条機関） 

・行政の「民事不介入」を「原則」とする考え方は、学説

上も克服されている※ 

 

 ・法執行を実施しながら相談（あっせん）も行っている自

治体はあるが、国の行政機関が法執行を実施しながら相

談（あっせん）を行うことはできないのではないか 

 

 

・法執行と相談（あっせん）の関係を考えるに当たり、国

と地方公共団体に本質的な違いはない（例えば、特定商

取引法上の処分権限は、国と地方自治体とで同一（指

示・命令等）） 

 

※大橋真由美「行政による紛争処理の諸形態」では、「民事不介入原則」について、戦前において警察権の限界を画する法理として位置付けられたものが、射

程範囲が明確にされないまま行政作用一般に通じる基本原則的なものとして取り扱われてきており、戦後行政の現実に照らせば、具体的な対象が明確では

ない漠としたキーワードに束縛されることは適当ではなく、ケース・バイ・ケースでその適切なあり方を探求すべきと指摘している（磯部力ほか編『行政

法の新構想Ⅲ行政救済法』（2008年）所収）。 

 

 

 

参考１ 
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分野 消費者委員会、検証会議、検討会で示された国移行時の懸念  検討会で示された考え方・対応策等 

相談（あっせん）・ＡＤＲ ・法執行部署との関係で、柔軟な解決ができなくなるので

はないか 

 

・移行先が消費者庁の場合、他省庁が所管している法律に

ついては他省庁と調整しなければならないのではない

か 

・あっせんにあたって所管省庁と調整する場合は、あっせ

ん処理が遅れる可能性がある 

 

・国の行政機関が、消費者と事業者間に立って、中立的・

公正的な立場でトラブル解決ができるのか 

・行政庁の立場で、消費者側に軸足を置いたあっせんやＡ

ＤＲを実施することが可能か 

 

・和解の仲介の場合、民事強行規定に違反してはならない

が、より消費者に有利な合意は妨げられない。裁判の基

準となる法令、あるいはその有権解釈等を手がかりとし

つつ、事実認定および事実の当該法令への当てはめ（適

用）に関して残る不明確な部分（いわばグレーゾーン）

について、簡易迅速に両当事者が納得する解決を探るこ

とになる 

・仲裁は、法令の解釈を一般的に示す手続ではなく、特定

当事者間の個別の民事紛争を解決する目的の手続 

・相談・あっせんに際し、有権解釈は消費者の主張を補助

する情報として使われるが、それに当てはめて紛争解決

をすることが目的とされているわけではない 

・有権解釈は基本的には行政処分を想定した解釈であるか

ら、当事者間の合意の成立や、個別の民事紛争の解決を

目的とする相談等を拘束することはない 

・個別紛争解決手続で示される法令の解釈は、一般的な有

権解釈とは性格が異なるが、実際上、両者を明確に区別

するためには、それぞれの解釈を示す組織ないし機関を

分けることが望ましい 

・相談やＡＤＲを実効的に機能させるためには、相談・あ

っせんやＡＤＲを担当する機関・組織は、個別の紛争解

決における違法な職務執行の是正以外には、他の行政機

関から指揮監督を受けないとする工夫が考えられる 

・相談やＡＤＲの手続きの独立性が社会全体からも見える

ように、ある職務の執行の独立性を法的に定めるなどの

法制度を超えたアピールの工夫が考えられる 
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分野 消費者委員会、検証会議、検討会で示された国移行時の懸念  検討会で示された考え方・対応策等 

相談（あっせん）・ＡＤＲ ・相談・ＡＤＲにより得られた情報を行政処分・行政指導

の根拠にすると、むしろ紛争当事者から相談・ＡＤＲへ

の協力を得にくくなる 

 

・法執行権限を背景として、あっせんにおける事業者側へ

の圧力が生じないか 

 

・消費者庁の法執行の担当課と施設等機関との間に情報の

遮断はないため、あっせん等における事業者の対応が、

法執行の判断に影響する恐れがある 

 

・リソースをもつ行政機関が相談・ＡＤＲの主体となるこ

とにより、紛争当事者が相談・ＡＤＲに協力する可能性

が高まる 

・相談で得られた情報を行政処分等の端緒にすることはで

きるが、この情報を根拠にして行政処分等を行うことは

制限される 

・相談やＡＤＲに関与した職員が、同一事案について、行

政処分に関与することを制限する制度も考えられる 

・相談やＡＤＲの手続きの独立性が社会全体からも見える

ように、ある職務の執行の独立性を法的に定めるなどの

法制度を超えたアピールの工夫が考えられる 

 

 ・あっせんの判断が、事業者から所管省庁による有権解釈

や行政指導と捉えられるのではないか 

 

・行政指導とは「行政機関がその任務又は所掌事務の範囲

において一定の行政目的を実現するため特定の者に一

定の作為又は不作為を求める指導、勧告、助言その他の

行為であって処分に該当しないものをいう。」（行政手続

法２条６号） 

・特定主体間の民事紛争の解決は、行政指導の定義の中に

ある行政目的とは異なる 

・相談・ＡＤＲにおける紛争当事者への要求と行政指導と

は行為そのものとして明確に区別できないので、両者を

所掌する機関・組織を明確に区別することが望ましい 

・相談・あっせんに際し、有権解釈は消費者の主張を補助

する情報として使われるが、それに当てはめて紛争解決

をすることが目的とされているわけではない 

・有権解釈は基本的には行政処分を想定した解釈であるか

ら、当事者間の合意の成立や、個別の民事紛争の解決を

目的とする相談等を拘束することはない 
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分野 消費者委員会、検証会議、検討会で示された国移行時の懸念  検討会で示された考え方・対応策等 

相談（あっせん）・ＡＤＲ ・移行先が消費者庁の場合、消費者庁所管法以外のトラブ

ルを扱うことができるか 

 

・消費者庁及び消費者委員会設置法 

第四条 消費者庁は、前条の任務を達成するため、次に

掲げる事務（第六条第二項に規定する事務を除く。）

をつかさどる。 

 一 消費者の利益の擁護及び増進に関する基本的な

政策の企画及び立案並びに推進に関すること。 

 

 ・地方消費生活センターに消費生活相談緊急情報（マル

急）、相談処理マニュアル、ＡＤＲにおける解決指針、

早期警戒指標（PIO-ALERT）などを提供できるか 

 

 

・国が地方公共団体に情報提供することについては、地方

自治法（245条の４）の「技術的な助言」という形で可

能 

・相談・ＡＤＲを独立的・自立的に担えるかという問題と、

専決などの技術的な問題が考えられるが、提供できない

という懸念はない 

 

 ・消費者庁に情報管理が一元化された場合、これまで以上

に、情報開示が過度に慎重になるのではないか 

 

・個人情報の扱いや情報公開については、独立行政法人も

国の行政機関とほぼ同じ規律であるため、国に移行する

ことで変わることはない 

 

 ・行政庁の立場で、従来の国民生活センターと同様の消費

者側への訴訟追行の援助を行うことが適当か 

※国民生活センターは消費者への訴訟追行の援助として、和解

仲介手続によって重要消費者紛争が解決されなかった場合に

おいて、消費者が訴えを提起するときは、訴訟の準備又は追

行の用に供するための資料を提供することができる（独立行

政法人国民生活センター法 40条） 

 

 

・国民生活センター法 40 条を制定する過程において、Ａ

ＤＲへの事業者側の協力の難しさという面があるなか

で、どこまで消費者をサポートできるかを議論し、資料

提供はできるだろう、となった。国の機関に移行した後

も、当然、同じように妥当するのではないか 

・是非必要ということであれば、守秘義務を解除するため

にも、こういう場合は資料を提供できる旨を法律に書い

ておく必要がある 
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分野 消費者委員会、検証会議、検討会で示された国移行時の懸念  検討会で示された考え方・対応策等 

注意喚起 ・消費者庁や関係省庁と調整することにより、注意喚起が

遅れるのではないか 

・消費者庁にとって都合がよくない記載を削除した例があ

り、注意喚起の内容が不十分なものになるのではないか 

 

 

 

・「手口公表」は国民生活センター内の決裁で機動的に行

うことが考えられる 

・「試行」においては、早期の情報共有等により、案件へ

の着手から手口公表までの所要日数を大幅に短縮して

いる（平成 22年度：57日→試行時：37日） 

制度の改善要望機能 ・国に移行すると、要望しにくくなるのではないか 

・改善要望の内容が消極的にならないか 

・「試行」においては、消費者政策検討会議（消費者庁・

国民生活センターの幹部により構成）を開催し、制度改

正などについて検討している 

 

各機能の「一体性」 ・ＡＤＲを分離することにより、国民生活センター業務の

一体的な推進ができなくなる 

・ＡＤＲ機能を他機能と分離した場合、各機能との一体

性・相互補完性に支障があるのではないか 

・国民生活センターを消費者庁の施設等機関とすることは

考えられる。ただし、この場合、現在センターが実施し

ている事務を全て施設等機関で実施することが適当か

どうかは議論がありうる 

・相談とＡＤＲは機能として連続しているが、紛争当事者

の協力を得るためには、それぞれを所掌する機関・組織

を分けることが望ましい 

・国民生活センターでは、重要消費者紛争に関するＡＤＲ

は、紛争解決委員会という独立の組織が担当する 

・特別の機関に、法律により、審議会等ではない合議制の

機関を置いている例がある。 
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（参考） 
 
【地方自治法（抄）】 
第二百四十五条の四 各大臣（内閣府設置法第四条第三項 に規定する事務を分担管理する大臣たる内閣総理大臣又は国家行政組織法第五条第一項に規定する

各省大臣をいう。以下本章、次章及び第十四章において同じ。）又は都道府県知事その他の都道府県の執行機関は、その担任する事務に関し、普通地方公共

団体に対し、普通地方公共団体の事務の運営その他の事項について適切と認める技術的な助言若しくは勧告をし、又は当該助言若しくは勧告をするため若

しくは普通地方公共団体の事務の適正な処理に関する情報を提供するため必要な資料の提出を求めることができる。  
２ 各大臣は、その担任する事務に関し、都道府県知事その他の都道府県の執行機関に対し、前項の規定による市町村に対する助言若しくは勧告又は資料の

提出の求めに関し、必要な指示をすることができる。  
３ 普通地方公共団体の長その他の執行機関は、各大臣又は都道府県知事その他の都道府県の執行機関に対し、その担任する事務の管理及び執行について技

術的な助言若しくは勧告又は必要な情報の提供を求めることができる。 
 
【独立行政法人国民生活センター法（抄）】 
第四十条 センターは、和解仲介手続によって重要消費者紛争が解決されなかった場合において、和解の仲介の申請をした消費者が当該和解仲介手続の目的

となった請求について訴えを提起するときは、訴訟の準備又は追行の用に供するための資料（重要消費者紛争解決手続において当事者が提出したものを除

く。）で内閣府令で定めるものを提供することができる。  
２ 前項の規定により資料の提供を受けた消費者は、当該資料を同項の訴訟の準備又は追行の用に供する目的以外の目的に利用してはならない。 
 
【独立行政法人国民生活センター法施行規則（抄）】 
（訴訟の準備又は追行の援助）  
第三十四条 法第四十条第一項の内閣府令で定める資料は、次に掲げるものとする。  

一 消費生活に関する消費者と事業者との間に生じた苦情に係る相談に関する情報で全国消費生活情報ネットワーク・システム（消費者の被害に迅速に対

処するため、センター及び地方公共団体が、オンライン処理の方法により、消費生活に関する情報を蓄積し、及び活用するシステムであって、センター

が管理運営するものをいう。）に蓄積されたもの  
二 センターが実施した商品、施設、役務その他これらに準ずるものの試験、検査又は調査研究に係る情報  
三 前二号に掲げるもののほか、これらに準ずるもの 
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施設等機関及び特別の機関（平成 23年度末時点） 

 

 

(1) 施設等機関（５５種類） 

    （注）名称の前の○印は、法律設置のもの。 

 

① 試験研究機関（１７種類） 

行政機関名 名      称 平成 23年度末定員 

内 閣 府 

総 務 省 

法 務 省 

財 務 省 

 

文 部 科 学 省 

 

厚 生 労 働 省 

 

 

 

農 林 水 産 省 

国 土 交 通 省 

 

 気 象 庁 

 

 

経済社会総合研究所 

情報通信政策研究所 

法務総合研究所 

財務総合政策研究所 

関税中央分析所 

国立教育政策研究所 

科学技術政策研究所 

国立医薬品食品衛生研究所 

国立保健医療科学院 

国立社会保障・人口問題研究所 

国立感染症研究所 

農林水産政策研究所 

国土交通政策研究所 

国土技術政策総合研究所 

気象研究所 

高層気象台 

地磁気観測所 

１３９ 

２６ 

８５ 

６２ 

１８ 

１５５ 

５１ 

２１３ 

１１１ 

５３ 

３８１ 

７７ 

２０ 

３６７ 

１７４ 

２７ 

３６ 

合  計     １，９９５ 

 

 

② 検査検定機関（５種類） 

行政機関名 名      称 平成 23年度末定員 

厚 生 労 働 省 

農 林 水 産 省 

○検疫所（１３） 

 動物医薬品検査所 

○植物防疫所（４） 

○那覇植物防疫事務所 

○動物検疫所 

９０９ 

７８ 

９３６ 

５５ 

４２６ 

合  計  ２，４０４ 

参考２ 
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③ 文教研修施設（２０種類） 

行政機関名 名      称 平成 23年度末定員 

総 務 省 

 

  消 防 庁 

法 務 省 

  公安調査庁 

外 務 省 

財 務 省 

  国 税 庁 

農 林 水 産 省 

  林 野 庁 

経 済 産 業 省 

国 土 交 通 省 

   

  気 象 庁 

  海上保安庁 

 

環 境 省 

防 衛 省 

自治大学校 

統計研修所 

消防大学校 

矯正研修所 

公安調査庁研修所 

外務省研修所 

税関研修所 

税務大学校 

農林水産研修所 

森林技術総合研修所 

経済産業研修所 

国土交通大学校 

航空保安大学校 

気象大学校 

海上保安大学校 

海上保安学校 

環境調査研修所 

○防衛大学校 

○防衛医科大学校 

 防衛研究所 

１４ 

４９ 

３７ 

４８ 

７ 

１７ 

３４ 

３３４ 

３７ 

４６ 

１９ 

９７ 

３０３ 

９４ 

２８４ 

２４１ 

４８ 

５４０ 

１，００６ 

９９ 

合  計  ３，３５４ 

 

④ 医療更生施設（３種類） 

行政機関名 名      称 平成 23年度末定員 

厚 生 労 働 省 ○国立ハンセン病療養所（１３） 

 国立児童自立支援施設（２） 

 国立障害者リハビリテーションセンター 

２，９３１ 

８０ 

６６６ 

合  計  ３，６７７ 

 
⑤ 矯正収容施設（５種類） 

行政機関名 名      称 平成 23年度末定員 

法 務 省 ○刑事施設 

 ○刑務所（６２） 

 ○少年刑務所（７） 

○拘置所（８） 

１９，３８０ 

 

 

 



38 
 

○少年院（５１） 

○少年鑑別所（５１） 

○婦人補導院 

○入国者収容所（３） 

２，４８７ 

１，２１３ 

２ 

２６９ 

合  計  ２３，３５１ 

 
⑥ 作業施設（３種類） 

行政機関名 名      称 平成 23年度末定員 

内 閣 府 

財 務 省 

国 土 交 通 省 

  気 象 庁 

 迎賓館 

 会計センター 

  

気象衛星センター 

４６ 

      ３２ 

                     

     １６４ 

合  計  ２４２ 

 
 
（参考） 

 宮内庁に置かれる施設等機関（２種類） 

行政機関名 名      称 平成 23年度末定員 

宮 内 庁 正倉院事務所 

御料牧場 

２０ 

６２ 

合   計  ８２ 
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 (2) 特別の機関（（ ）内は平成 23年度末定員）（全て法律設置） 

（４３種類） 

行政機関名 名 称 及 び 定 員 

内 閣 府 

 

 

 

  

国 家 公 安 委員 会 

総 務 省 

 

法 務 省 

外 務 省 

財 務 省 

  国 税 庁 

文 部 科 学 省 

  文 化 庁 

厚 生 労 働 省 

農 林 水 産 省 

  水 産 庁 

経 済 産 業 省 

  資源ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ庁 

国 土 交 通 省 

 

環 境 省 

防 衛 省 

北方対策本部（１２）、金融危機対応会議、子ども・若者育成支援推進本部、

食育推進会議、少子化社会対策会議、高齢社会対策会議、中央交通安全対策

会議、犯罪被害者等施策推進会議、自殺総合対策会議、消費者政策会議、国

際平和協力本部（２２）、日本学術会議（５４）、原子力立地会議、官民人材

交流センター（４７） 

警察庁（７，７３２） 

中央選挙管理会 

政治資金適正化委員会（１０） 

検察庁（１１，８０２） 

在外公館（３，５６４） 

 

国税不服審判所（４７５） 

日本学士院（１１）、地震調査研究推進本部、日本ユネスコ国内委員会 

日本芸術院（７） 

中央駐留軍関係離職者等対策協議会 

農林水産技術会議（２２２） 

広域漁業調整委員会（太平洋、日本海・九州西、瀬戸内海） 

 

原子力安全・保安院（７８３） 

国土地理院（７１９）、小笠原総合事務所（８） 

海難審判所（８７） 

公害対策会議 

統合幕僚監部（４４８）、共同の部隊（１，１５９）、陸上自衛隊（１５９，

８１１）、海上自衛隊（４８，７６２）、航空自衛隊（５０，４１９）、情報本

部（２，４４４）、技術研究本部（８２４）、装備施設本部（５２５）、防衛監

察本部（３２） 

 

（注）臨時的に設置される特別の機関（非常災害対策本部等）を除く。 

（注）防衛省の定員に含まれている自衛官の定数については、２１年度末現在である。 
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（参考） 

特別の機関のうち合議制の機関 

 

府省 特別の機関名 構成員 

内 閣 府 金融危機対応会議 （議長）内閣総理大臣 

（議員）内閣官房長官、特命担当大臣（金融）、金融庁長官、

財務大臣、日本銀行総裁 

 食育推進会議 （会長）内閣総理大臣 

（委員）特命担当大臣（食育）、国務大臣のうちから、総理が

指定する者。食育に関して十分な知識と経験を有する

者のうちから、総理が任命 

 少子化社会対策会議 （会長）内閣総理大臣 

（委員）内閣官房長官、関係行政機関の長及び特命担当大臣の

うちから、総理が任命 

 高齢社会対策会議 （会長）内閣総理大臣 

（委員）内閣官房長官、関係行政機関の長及び特命担当大臣の

うちから、総理が任命 

 中央交通安全対策会議 （会長）内閣総理大臣 

（委員）内閣官房長官、指定行政機関の長及び特命担当大臣の

うちから、総理が任命 

犯罪被害者等施策推進

会議 

（会長）内閣官房長官 

（委員）内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、総理が指定

する者。犯罪被害者の支援等に関し優れた識見を有す

る者のうちから、総理が任命 

自殺総合対策会議 （会長）内閣官房長官 

（委員）内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、総理が指定

する者 

 消費者政策会議 （会長）内閣総理大臣 

（委員）内閣官房長官、関係行政機関の長及び特命担当大臣の

うちから、総理が任命 

 日本学術会議 会員２１０人 

 原子力立地会議 （議長）内閣総理大臣 

（議員）総務大臣、財務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、

農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、環境大

臣 

総 務 省 中央選挙管理会 

 

委員５人（国会議員以外のもので参議院議員の被選挙権を有す

るものの中から国会の議決により指名） 
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文部科学省 日本学士院 定員１５０人（学術上功績顕著な科学者の中から日本学士院に

おいて選定） 

日本ユネスコ国内委員

会 

委員６０人以内（①教育活動、科学活動及び文化活動の各領域

を代表する者１８人、②教育、科学及び文化の普及に関する諸

領域を代表する者１２人、③地域的なユネスコ活動の領域を代

表する者１２人、④学識経験者７人、⑤衆議院が指名した衆議

院議員４人、⑥参議院が指名した参議院議員３人、⑦政府の職

員４人） 

 

文 化 庁 日本芸術院 院長１人、会員１２０人以内 

厚生労働省 中央駐留軍関係離職者

等対策会議 

（会長）厚生労働大臣 

（委員）関係行政機関の職員の中から任命 

農林水産省 農林水産技術会議 会長及び委員６人（学識経験者又は農林水産省の職員の中から

任命） 

水 産 庁 広域漁業調整委員会 委員７１人（①区域内に設置された海区漁業調整委員会の委員

が都道府県ごとに互選した者各１人、②区域内において漁業を

営む者の中から農林水産大臣が選任した者１４人、③学識経験

がある者の中から農林水産大臣が任命した者９人） 

環 境 省 公害対策会議 （会長）環境大臣 

（委員）内閣官房長官、関係行政機関の長及び特命担当大臣の

中から任命 
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今後の取組の方向性について 

 短期 
（移行前） 

中期 
（移行と同時期） 

長期 
（移行後） 

３．消費者庁、消費者委員会その他の消費者行政に係る体制の在り方 

（２）司令塔機能の発揮 

   

ⅰ）内閣府特命担当大臣の総合調整権限の発揮、消費者政策会議の活用 

《今後の取組の方向性》      

・内閣府特命担当大臣の総合調整機能を実質的に発揮できるよう、消

費者庁職員による機動的なサポートを可能とするなど、消費者基本

政策室の充実を図る。なお、消費者庁を設立した理念に照らし、今

後、内閣府本府が所掌している総合調整事務を消費者庁が所掌する

ことの可能性についても検討を行う。 

・消費者政策会議については、内閣全体で消費者行政を推進するため

の枠組として、積極的に活用する。 

・消費者問題に機動的に対応していくため、内閣府特命担当大臣（消

費者及び食品安全）の主導のもと、関係委員会議の開催など必要な

対応を行う。 

・消費者政策会議及び関係委員会議に、消費者委員会委員長、消費者

庁長官、国民生活センターの長も出席できることとする。 

・消費者政策担当課長会議を定期的に開催し、消費者委員会の建議や

国民生活センターの要望のフォローアップ（事後点検）を行うなど、

各府省庁と一体となって消費者行政の推進を図る。 

 
 
○ 

（前段） 
 
 
 
○ 
 
○ 
 
 
○ 
 
○ 

 
 
 

 
 
○ 

（後段） 

参考３ 
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ⅱ) 消費者庁、消費者委員会、国民生活センターの連携による取組 

   ⅲ） 「現場」との結びつきの強化 

《今後の取組の方向性》 

・消費者庁及び消費者委員会は、地方自治体（消費生活センターを

含む）や関係団体（消費者団体、事業者団体、弁護士会等）との

意見交換、情報共有の機会を充実する。 

・消費者庁と国民生活センターで行われている「試行」の実施状況

や成果を評価し、消費者被害の情報を迅速かつ効果的に消費者行

政に反映できるシステムを構築する。 

・消費者庁と国民生活センターで「試行」として行われている財産

分野での早期の事故情報の共有を、生命・身体分野へ拡充する。 

・消費者委員会は、国民生活センターが収集・分析する相談情報の

動向につき、情報共有・意見交換を行い、その調査審議等に積極

的に活用する。 

・国民生活センターの有する消費生活相談の「現場」からの情報を

踏まえた改善要望に対し、消費者庁はこれを積極的に活用し、政

策形成や他府省庁への働きかけに活かす。 

 

 
 
 
○ 
 
 
○ 
 
 
○ 
 
○ 
 
 
○ 

  

ⅳ)消費者委員会の審議会機能と消費者庁との関係の在り方 

《今後の取組の方向性》 

・消費者行政に係る中長期的課題や省庁横断的な事項、制度改正に関

する事項については、消費者庁から消費者委員会に積極的に諮問す

ることとし、審議会機能の活用について両機関が協力して取り組

 
 
○ 
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む。その際、消費者庁は、諮問を行った者として、諮問の背景や関

連する事実関係について説明するなど、審議に積極的に協力する。     

  この点に関し、消費者委員会に消費者庁からの諮問を審議する分

科会又は部会を設置（分科会：法令、部会：消費者委員会決定でそ

れぞれ規定）することも考えられる。 

その際、個別的、専門性の高いものなど事案によっては、消費者

委員会の独立性を前提としつつ、消費者委員会事務局のもとで、消

費者庁が一定の協力をする。 

・消費者委員会における調査審議を支える消費者委員会事務局の体制

を充実・強化する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
○ 

ⅴ)消費者委員会の審議の実効性の向上 

《今後の取組の方向性》 

・消費者委員会は、自らの建議や提言について定期的にフォローアッ

プを行い、必要に応じ繰り返し建議等を行う。 

・消費者委員会は、消費者政策会議に意見を述べるなどして、各府省

庁に建議や提言への対応を求める。 

・消費者委員会の建議や提言に基づき、消費者庁からも消費者基本計

画の策定や検証・評価を通じて関係府省庁に働きかけを行うなど、

消費者庁と消費者委員会が各府省庁に対して緊密に連携を図りつ

つ取組を行う。 

 

 

 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
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ⅵ)消費者行政における調査研究機能の強化 

《今後の取組の方向性》 

・消費者庁は、国民生活センターの知見・ノウハウを活かしつつ、消

費者及び消費生活に関する調査研究機能の強化のため、必要な体制

を整備する。 

 

 
 
○ 

  

（３）消費者行政を担う職員の養成・確保     
 ⅰ)消費者行政を担う職員に求められること 

ⅱ)消費者目線の確立 

《今後の取組の方向性》  

・消費者庁を中心に、国民生活センターや全国の消費生活センターな

ど、消費者に身近な機関との結びつきをより強めることで、現場か

らの情報と問題意識が職員に十分に浸透・共有できるようにする。 

・消費者庁を中心に、国民生活センター、地方自治体の消費者行政部

門、消費生活センター、消費者団体、企業のお客様相談室と研修・

人事交流を進め、消費者行政に携わる職員が現実の消費者トラブル

を肌で感じる機会を設ける。    

・国民生活センターは、消費者行政に関し、広く国家公務員向けの研

修を行う。 

・国民生活センターは、都道府県及び市町村において消費者行政を担

う職員及び消費生活相談員に対する研修を推進する。 
 

 

 
 
 
○ 
 
 
○ 
 
 
 
 
 
○ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 
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ⅲ)消費者行政における司令塔機能発揮のための専門性の確保 

《今後の取組の方向性》      

・消費者庁において、職員の新規採用を平成 25 年度分から実施し、

これを継続するとともに採用数の拡大を目指す。こうした中で、民

間等からの中途採用についても取り組む。 

・他府省庁から消費者庁に出向中の職員で、消費者行政に意欲を有す

る一定数の職員について、他府省庁の協力を得て、消費者庁を中心

としたキャリアパスで活躍できるようにする。こうした取組の中

で、消費者庁職員が国民生活センターでも活躍できるようにする。 

・消費者庁において、採用試験の見直しの趣旨 を踏まえ、能力・実

績に基づく人事管理を徹底する。 

・消費者行政に継続して携わっていく職員が、消費者行政において重

要な役割を果たすようにする。 

・消費者庁を中心に、法制度に関わるものなど、専門的知識に関し職

員向けの研修を推進する。 

・消費者行政の推進に必要な専門性を確保するため、安全や取引など

の分野で外部との人的ネットワークを構築し、活用を図る。 

 

 
 
○ 
 
 
○ 

（前段） 
 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 

 
 
 
 
 

 

ⅳ)国民生活センター職員の積極的活用 

《今後の取組の方向性》 

 ・消費者庁の企画立案や法執行部門、消費者委員会事務局、更には他

府省庁など幅広い分野に配属し、専門性や消費者目線を活かして活

躍ができるようにする。 

 
 
○ 
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 ・地方自治体との人事交流や消費者団体での実務体験など、幅広い業

務を経験できるようにし、専門性の更なる向上を図る。 

 ・従前の機能を発揮するだけでなく、能力・実績に基づいて、消費者

行政全般において、重要な役割を果たしていけるようにする。 

 

 
 
○ 

○ 
 
 

（４）総合力の充実 

     ⅰ)消費者団体の役割 

《今後の取組の方向性》 

     ・消費者の声を行政に活かすとともに、行政側の情報を提供するため、

消費者庁、消費者委員会は、消費者団体との日常的な情報交換・意

見交換を図る。 

・消費者庁は、消費者団体との情報交換や意見交換等を行うとともに、

地域で消費者問題に携わる多様な主体による取組を活性化するた

めの支援を行う。 

・国民生活センターは、国への移行後も、引き続き消費者団体の活動

を支援する。 

・集団的消費者被害回復に係る訴訟制度に関する法律案を提出すると

ともに、同制度を含め消費者団体訴訟制度の内容や、制度の担い手

である適格消費者団体の活動について周知を図り、制度が円滑に活

用されるよう財政的措置と人的交流を含めた環境整備を図る。 

・消費者団体により行われるものも含め消費生活相談業務の質の向上

と体制の整備を図るため、消費生活相談員資格の法的位置付けの明

確化を行う。 

 
 
 
○ 
 
 
○ 
 
 
 
 
○ 
 
 
 
○ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 
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ⅱ)地方自治体との連携の強化 

《今後の取組の方向性》 

・消費生活相談員の資格を法律に位置付け、消費生活相談員が専門職

であることをより明確にすることを通じ、消費生活相談の質の向上

と全国的な水準の確保を図るとともに、消費生活相談員に対する信

頼を一層向上させる。 

・「地方消費者行政活性化基金」終了後においても、消費生活相談員

向けの研修の充実を含め、地方消費者行政における地方公共団体の

積極的な取組を、財政面を含めて下支えする支援の在り方を検討す

るとともに、財源の確保に向けて検討を行う。 

・地方自治体の執行担当職員の研修等を通じて、国と地方自治体とが

連携を強化しつつ、法執行に取り組む。 

・生命・身体分野や財産分野の消費者事故等について、地方自治体と

連携して、厳正な法執行に努める。 

・現在地方自治体が直面している対応困難な越境消費者トラブルにつ

いては、地方の相談窓口の支援の一環として、国民生活センターに

消費者が直接に相談できる窓口を整備する。 

・消費者庁は、国民生活センターとともに、他府省庁や地方自治体、

消費者団体や事業者団体等の多様な主体との連携を図り、消費者教

育を推進する。 

 

 

 

 
 
○ 
 
 
 
○ 
 
 
 
○ 
 
○ 
 
 
 
 
○ 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 
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４．国民生活センターの機能を担う国における組織の具体的な在り方 

（１）消費者行政における新たな位置付け 

（２）国民生活センターの各機能の維持・充実 

   《国への移行に当たっての取組の方向性》 

    ・国民生活センターの各機能について、その全てを維持し、基本的に

一体性を確保しつつ、より一層充実させる。 

・消費者の相談に直接に対応する機会を十分に確保し、充実させる。 

  （平日バックアップ相談の充実、土日祝日相談の直接対応、越境消

費者トラブルへの国民生活センターによる対応等。）また、相談機能

の維持・充実のため、国民生活センターの非常勤職員である消費生

活相談員についても、その専門性に配慮した任用と処遇が図られる

ようにする。 

・消費生活専門相談員資格の付与や消費生活相談員への研修といった

機能は、消費生活相談員の資格を法的に位置付けるとの方針を踏ま

え、維持・充実する。また、国民生活センターは、消費者行政に関

し、広く国家公務員向けの研修を行う。さらに、廃止された同セン

ターの相模原研修所の施設・用地の活用の在り方について検討する。 

・商品テストは、原則として、各地の消費生活センターからの相談解

決テスト依頼に全件対応することとする。また、注意喚起のための

商品テストも引き続き実施するほか、消費者事故の原因究明につい

て、消費者安全調査委員会と連携して取り組む。 

・情報の収集・分析・提供について、消費者庁に集約される情報等を

国民生活センターと共有した上で、それぞれの有する機能の連携に

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
○ 
 
○ 
 
 
 
 
 
○ 
 
 
 
 
○ 
 
 
 
○ 
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よって情報の収集・分析・提供機能をさらに強化する。 

・ＡＤＲは、中立性・公正性を確保しつつ機能を維持するとともに、

国民生活センターの他の機能との一体性を維持する。 

 
○ 

（３）国民生活センターの国への移行後の組織形態及び移管先 

 ⅰ) 組織形態の選択肢 

ⅱ) 組織形態の選択（施設等機関、特別の機関）に当たっての留意点 

   《国への移行に当たっての取組の方向性》 

    ・新たな機関は、国民生活センターの各機能を一体として担う。 

・新たな機関の組織形態は「特別の機関」とし、ＡＤＲを含めた国民

生活センターの業務運営や人事面での独立性を確保する。 

・「国民生活センター」という名称は、移行後の機能を担う新たな組

織の名称として維持する。 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
○ 
○ 
 
○ 
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「国民生活センターの国への移行を踏まえた 

消費者行政の体制の在り方に関する検討会」の開催について 

 

平成２４年２月１０日 

内閣府特命担当大臣（消費者及び食品安全）決定 

１．趣旨 

「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成２４年１月２０日

閣議決定）及び国民生活センターの在り方の見直しについての消費者担当政務

三役の判断（平成２３年１２月２７日記者公表）等を踏まえ、消費者行政に係

る体制の在り方について検討することを目的として、「国民生活センターの国へ

の移行を踏まえた消費者行政の体制の在り方に関する検討会」（以下「検討会」

という。）を開催する。 

 

２．構成 

（１）検討会は、内閣府副大臣（消費者及び食品安全）が主宰し、消費者分野

又は行政分野につき優れた識見を有する有識者により構成する。 

（２）検討会の座長は、主宰者が指名する。 

（３）検討会には、消費者庁長官、消費者委員会委員長等が出席するほか、独

立行政法人国民生活センター（以下「国民生活センター」という。）理事長等

の出席を求めることができる。 

（４）上記のほか、検討会は、必要に応じ、関係者の出席を求めることができ 

る。 

 

３．検討事項 

検討会は、国民生活センターの機能が国に移管されることを踏まえ、以下の

事項について検討する。 

（１）国民生活センターの機能を担う国における組織の具体的な在り方 

（２）消費者庁、消費者委員会その他の消費者行政に係る体制の在り方 

 

４．庶務 

検討会の庶務は、消費者庁及び消費者委員会の協力を得て、内閣府政策統括

官（経済社会システム担当）において処理する。 

 

５．その他 

 前各項に定めるもののほか、検討会の運営に関する事項その他必要な事項は、

座長が検討会に諮り、定める。 

参考４ 
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「国民生活センターの国への移行を踏まえた 

消費者行政の体制の在り方に関する検討会」委員名簿 

 

 

 

 

《主宰》 

後藤 斎   内閣府副大臣 

 

 

《委員》 

足立 敏   京都府府民生活部消費生活安全センター長 

 

（座長） 大森 彌   東京大学名誉教授 

 

片山 登志子 特定非営利活動法人消費者支援機構関西副理事長 

 

丹野 美絵子 公益社団法人全国消費生活相談員協会理事長 

 

中村 雅人  弁護士 

 

橋本 智子  一般社団法人北海道消費者協会会長 

 

畠中 誠二郎 中央大学総合政策学部教授 

 

室町 正志  一般社団法人日本経済団体連合会企業行動委員会消費者政策部会部会長 

 

山内 明子  日本生活協同組合連合会執行役員組織推進本部本部長 

 

山本 隆司  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

 

（敬称略 五十音順） 

 

 

 （注）このほか、第１回検討会（平成 24 年２月 22 日）から、第 12 回検討会（平成 24 年７月

24日）まで、阿南久（全国消費者団体連絡会事務局長(当時)）氏が委員を務めた。 

 

 

参考５ 
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「国民生活センターの国への移行を踏まえた 

消費者行政の体制の在り方に関する検討会」の審議経過 

 

第１回（平成２４年２月２２日（水） １０：００－１２：００） 

（１） 消費者行政の体制の現状について 

   ・有識者ヒアリング  佐々木 毅 （学習院大学教授、元消費者行政推進会議座長） 

（２）国民生活センターの在り方の見直しに関するこれまでの経緯について 

（３）検討会の今後の進め方について 

 

第２回（３月２日（金） １０：００－１２：００） 

（１）第１回検討会における委員からの指摘事項について 

（２) 消費者行政の体制の現状について 

・有識者ヒアリング  今井 純子 （ＮＨＫ解説委員） 

・有識者ヒアリング  長澤  正之 （元福岡県消費生活センター長） 

・有識者ヒアリング  石戸谷 豊 （弁護士） 

 

 第３回（３月１４日（水） １０：００－１２：００） 

（１) 消費者行政の体制の現状について 

・有識者ヒアリング  熊谷 純一 （仙台市消費生活センター所長） 

・有識者ヒアリング  滝田  章 （社団法人消費者関連専門家会議理事長） 

・有識者ヒアリング  後藤  準 （全国商工会連合会常務理事） 

・有識者ヒアリング  山根 香織 （主婦連合会会長） 

 

第４回（３月２３日（金） １６：００－１８：００） 

   （１）国民生活センターにおける相談処理(あっせん)と裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ） 

（２) 消費者行政の体制の現状について 

・有識者ヒアリング  中山 弘子 （新宿区長） 

・有識者ヒアリング  角田  真理子（明治学院大学法学部准教授） 

 

第５回（４月１０日（火） １３：３０－１５：３０） 

（１)消費者委員会、消費者庁、国民生活センターからのヒアリング 

・消費者委員会委員長    河上 正二 

・消費者庁長官       福嶋 浩彦 

・国民生活センター理事長  野々山 宏 

（２）相談（あっせん）やＡＤＲと法執行について 

 

参考６ 
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第６回（４月２５日（水） １８：００－２０：００） 

（１) 国民生活センターの国への移行の具体化に当たっての留意事項 

  （２）論点の整理について 

 

第７回（５月１７日（木） １７：３０－２０：００） 

（１) 論点の整理について 

（２）消費者庁、消費者委員会その他の消費者行政に係る体制の在り方について 

 

第８回（５月３０日（水） １７：３０－２０：００） 

（１) 消費者庁、消費者委員会その他の消費者行政に係る体制の在り方について 

  （２）国民生活センターの機能を担う国における組織の具体的な在り方について 

 

第９回（６月１１日（月） ９：３０－１２：００） 

  （１）国民生活センターの機能を担う国における組織の具体的な在り方について 

 

第１０回（６月１９日（火） ９：３０－１２：００） 

（１）消費者庁、消費者委員会その他の消費者行政に係る体制の在り方について 

（２）国民生活センターの機能を担う国における組織の具体的な在り方について 

 

第１１回（６月２９日（金） １７：３０－２０：００） 

（１) 消費者行政の体制の現状について 

・有識者ヒアリング  生水 裕美 （野洲市市民生活相談室主査） 

・有識者ヒアリング  矢吹 香月 （岡山県消費生活センター消費生活相談員） 

・有識者ヒアリング  原 まさ代 （佐賀県消費生活センター消費生活相談員） 

・有識者ヒアリング  吉村 幸子 （東京都生活文化局消費生活部企画調整課長） 

松下 裕子 （東京都生活文化局消費生活部取引指導課長） 

 

第１２回（７月２４日（火） １８：００－２０：００） 

（１) 消費者行政の体制の現状について 

・有識者ヒアリング  池本 誠司 （弁護士） 

（２）議論の整理 

 

第１３回（８月２０日（月） ９：３０－１２：００） 

（１) 議論の整理 

 

第１４回（８月２２日（水） ９：３０－１１：００） 

（１) 議論の整理 


